
19 水産基盤整備事業（公共）
【７０，０００（６９，９８５）百万円】

対策のポイント
・消費・輸出の拡大に向けて、漁港の高度衛生管理対策など安全で安定した
水産物の供給体制の確立を推進します。
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・
減災対策を計画的に推進します。

＜背景／課題＞
・水産業の成長産業化を実現し、消費・輸出拡大を図る中で、特に輸出促進に重点をお
いた高度衛生管理対策、海域の生産力の底上げを目指した水産環境整備を推進し、競
争力の強化を図ることが必要です。

・国土強靱化に資するため、漁港施設の地震・津波対策や長寿命化対策など大規模自然
災害に備えた防災・減災対策を推進することが必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における高度に衛生管理される水産物の取扱量の増加
（29％（平成21年度）→概ね70％（平成28年度））

○水産環境整備による水産資源の生産力向上
（概ね11万トンの増産（平成28年度））

○流通拠点漁港における陸揚げ用岸壁の耐震化の推進
（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

※平成29年度以降の目標については、次期漁港漁場整備長期計画（H29～33）の策定にあわせて検討中。

＜主な内容＞
１．国産水産物の衛生管理や安定供給のための基盤強化対策

３５，１４５（３５，１９２）百万円
国産水産物の輸出促進及び国内市場における競争力強化を図るため、

特に流通・輸出拠点漁港における高度衛生管理対策や流通の効率化を推進します
（２２，０２５百万円）。
また、海域全体の生産力の底上げなど資源回復のための水産環境整備を推進します

（１３，１２０百万円）。

２．災害に強い漁業地域づくりのための漁港施設の防災・減災対策、既存ストッ
クの有効活用 ３４，８５５（３４，７９３）百万円
地震・津波等の自然災害に対する漁港及び背後集落の安全確保のため、施設の機能

診断を行いつつ、漁港施設の地震・津波対策等を推進します。
　また、漁港施設の戦略的な長寿命化対策、拠点漁港へ陸揚・集出荷等の漁港機能の集
約化や既存ストックの有効活用を推進し、施設の維持管理・更新費の増大の抑制等を図
ります。

直轄漁港整備事業（１、２） １４，３９３（１４，３９０）百万円
フロンティア漁場整備事業（１） ２，７００（ ２，７００）百万円
水産流通基盤整備事業（１、２） １０，９０２（１０，４８０）百万円
水産物供給基盤機能保全事業（２）１２，９２３（１２，４９４）百万円
漁港施設機能強化事業（２） ５，７０３（ ６，０６５）百万円
水産環境整備事業（１） １０，４２０（１０，７４３）百万円
水産生産基盤整備事業（１、２） １０，５３３（１０，５９５）百万円

国費率：10/10（うち漁港管理者２/10等）、１/２等
事業実施主体：国、地方公共団体等

（関連対策）
漁港機能増進事業＜非公共＞ 　　　１，０００（－）百万円
漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、漁港の利

用者や生産者の就労環境の改善、漁港施設の有効活用等に資する施設整備の支援に
より、漁港機能の増進を図ります。

補助率：１／２等
事業実施主体：地方公共団体等

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］

［平成29年度予算の概要］



  水産日本の復活のため、以下の対策について重点的に推進。 
（１）輸出促進に重点をおいた流通・輸出拠点漁港の品質・衛生管理対策
（２）海域全体の生産力の底上げを目指した水産資源の回復対策
（３）国土強靱化に資するための漁業地域の防災・減災対策
（４）漁港施設の長寿命化対策や施設の有効活用等による漁港ストック効果の最大化

平成２９年度予算の考え方 

・水産物の輸出促進による需要拡大
・国産水産物の消費の低迷

【課題と対応】 

・流通・輸出拠点漁港における水産物の品質・衛生管理
対策の推進

・陸揚・集出荷機能の集約化による水産物流通の効率化

密閉型構造の
荷さばき所

鳥獣対策を施した
屋根付きの陸揚岸壁

水産基盤整備事業（公共） 

流通・輸出拠点漁港の衛生管理対策 

【平成２９年度概算決定額： ７０，０００ （６９，９８５）百万円】 

【課題と対応】 

・人口減少社会の到来や水
産資源の低迷等により港勢
の動向が変化

・多くの施設が耐用年数を迎
え、維持管理・更新費の増
大が懸念

・コストの縮減・平準化を図りつつ、漁港施
設の戦略的な長寿命化対策を推進

・あわせて、ストックの適正化やストック効
果の最大化に向け、漁港機能の集約化
や施設の有効活用等を一層推進し、施
設の維持管理・更新費の増大を抑制 浮桟橋 藻場造成 

水域の有効活用による
増養殖機能の増進 

漁港機能の集約化による
効率的利用 

【課題と対応】 
・南海トラフ等の切迫した大規模地震・津波に
よる甚大な被害、地域産業への影響

・機能診断に基づく漁港施設の耐震化や粘り強
い構造をもつ防波堤など地震・津波対策

漁業地域の防災・減災対策 

津波に対して粘り強い 
構造を持つ防波堤 

耐震強化岸壁 （東日本大震災直後）
被害無く、がれき処理等、復旧に重要な役割

耐震強化岸壁の効果

津波に
対する改良 

水産資源の回復対策 

水産資源を育む水産環境の保全・創造 

マダイ

生活史 

磯焼け海域等における 
藻場・干潟造成 

水産生物の生活史に 
対応した漁場整備 

資源管理と連携
した漁場整備 

・海域全体の生産力の底上げを目指した水産環境整備
の推進

・フロンティア漁場整備等のさらなる展開

【課題と対応】 
・気候変動等による藻場・干潟の減少等の環境の変化
・水産資源の低迷

漁港ストック効果の最大化 

津波の越流 

老朽化した岸壁の
状況

対策後の岸壁の
イメージ

＜漁港施設の長寿命化対策＞ ＜漁港機能の集約化・施設の有効活用＞
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